
　企　業　名

糸魚川市

【様式第９号】

ごみ処理施設整備運営事業

事業計画書



１．入力場所
・青色のセル部分にのみ、各記載事項を入力して下さい。

２．その他
・本様式に記載の内容は、入札書（様式第６号）と整合を図って下さい。
・各様式に記載された注意事項に従って記載して下さい。なお、記載例がある場合には、それを参考に
　記載して下さい。
・構成企業を直接的に特定できる記述を行わないで下さい。

様式第９号－１ 事業費（建設費、運営費）について記載して下さい。

様式第９号－２ 建設費について記載して下さい。

様式第９号－３ 運営費について記載して下さい。

事業計画書　記載要領

　下記の記載要領に従って各事業計画書の様式に記載の上、糸魚川市へ提出して下さい。

事業計画書様式　内容

様式名 内容

開業費について記載して下さい。

様式第９号－６－１、２

様式第９号－４ SPCの構成について記載して下さい。

運転経費について固定的費用、変動的費用にわけて記載して下さい。

様式第９号－７－１ 維持管理費について記載して下さい。

様式第９号－９－１、２
事業収支表について損益計算書、キャッシュフロー計算書を記載して下さ
い。

様式第９号－７－２
契約期間終了後、引き続き１０年間運営することとなった場合の維持管理
費について記載して下さい。

様式第９号－８ 人件費について記載して下さい。

様式第９号－５
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（単位：千円）

平成29 30 31 32 33 34 35 36 37 38 39 40 41 42 43 44 45 46 47 48 49 50 51

①機械設備工事費
　　　　　　　（消費税抜き）

― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 0

②土木建築設備
　　　　　　　（消費税抜き）

― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 0

③建設費（①＋②）
　　　　　　　（消費税抜き）

― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 0

④建設費　（消費税込み） 0 0 0 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 0

⑤固定費　（消費税抜き） ― ― ― 0

⑥変動費　（消費税抜き） ― ― ― 0

⑦運営費（⑤+⑥）
　　　　　　　（消費税抜き）

― ― ― 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

⑧運営費　（消費税込み） ― ― ― 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0

0

事業費（③＋⑦）
（消費税抜き）

事業費（④＋⑧）
　（消費税込み）

事業費（建設費・運営費）

運
営
費

　　　　　　　　　　　　　　　　年度
 費目

合　　計
建　設　期　間 運　　　営　　　期　　　間

建
設
費
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（単位：千円）

交付対象
事業費

交付対象外
事業費

合計
交付対象
事業費

交付対象外
事業費

小計
交付対象
事業費

交付対象外
事業費

小計
交付対象
事業費

交付対象外
事業費

小計

本工事費 １．機械工事

受入・供給設備工事 0 0 0 0 0 0

燃焼設備工事 0 0 0 0 0 0

燃焼ガス冷却設備工事 0 0 0 0 0 0

排ガス処理設備工事 0 0 0 0 0 0

余熱利用設備工事 0 0 0 0 0 0

通風設備工事 0 0 0 0 0 0

灰出し設備工事 0 0 0 0 0 0

給水設備工事 0 0 0 0 0 0

排水処理設備工事 0 0 0 0 0 0

電気設備工事 0 0 0 0 0 0

計装設備工事 0 0 0 0 0 0

　　雑設備工事 0 0 0 0 0 0

２．土木・建築工事

建築工事 0 0 0 0 0 0

土木工事・外構工事 0 0 0 0 0 0

建築機械設備工事 0 0 0 0 0 0

建築電気設備工事 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

100.0% 100.0% 100.0%

ごみ処理施設　　建設費

平成３１年度

全体計画に対する率（進捗率）

一般管理費

工事費（税抜き）

消費税

工事費（税込み）

直接工事費計

共通仮設費

現場管理費

全体工事費 平成３０年度平成２９年度区                分
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32 33 34 35 36 37 38 39 40 41 42 43 44 45 46 47 48 49 50 51 合計

ごみ処理量 ｔ／年 12,201 12,201 12,201 12,201 12,201 12,201 12,201 12,201 12,201 12,201 12,201 12,201 12,201 12,201 12,201 12,201 12,201 12,201 12,201 12,201 244,020 　約12,201t/年として計算してください。

運営費（固定費＋変動費） 千円／年 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

固定費 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

人件費 千円／年 0

維持補修費 千円／年 0

電気基本料金 千円／年 0

その他委託費等 千円／年 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

委託業務費 千円／年 0 清掃・植栽管理等含む

上・下水道基本料金 千円／年 0

車両維持費 千円／年 0

事務所経費 千円／年 0

保険料 千円／年 0

その他 千円／年 0

変動費 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

電気使用料（従量料金） 千円／年 0

燃料費 千円／年 0

薬剤費 千円／年 0

上下水道料金(使用料金） 千円／年 0

※運営費の算出にあたっての基本的な考え方：委託費の見直しについては、物価変動等に基づいて毎年協議を行い、必要に応じて改定するものとします。

運営費（20年分） 【消費税抜き】

年　　　　　　度 備　　　　　　考
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役　　　　　　割
通番

（様式第２号－１
に記載の通番）

1 代表企業 50％を超えること。

2 プラント設計建設企業
代表企業が兼ねる場合はそ
の旨記載すること。

3 建築物等設計建設企業
代表企業が兼ねる場合はそ
の旨記載すること。

4

5

6

7

8

9

10

0 0% 事業者の提案による

※企業名は記載しないこと。

※記入欄が足りない場合は、適宜追加すること。

合　計

SPCの構成

資本構成

No.

出資企業

出資金額
（千円）

出資割合
（％）

備考
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（単位：千円）

平成２９年
度

平成３０年
度

平成３１年
度

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

総　計 0 0 0 0

※開業費には、建設期間中のSPCにかかる費用、支出（人件費、事務所経費等）を記載すること。

※SPC設立資本金については開業費には含めないこと。

開業費(固定的費用）

項　目
総　計
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平成32 33 34 35 36 37 38 39 40 41 42 43 44 45 46 47 48 49 50 51

（量） 0

金　額 0

（量） 0

金　額 0

（量） 0

金　額 0

（量） 0

金　額 0

（量） 0

金　額 0

（量） 0

金　額 0

（量） 0

金　額 　 0

（量） 0

金　額 0

（量） 0

金　額 0

（量） 0

金　額 0

（量） 0

金　額 0

（量） 0

金　額 0

（量） 0

金　額 0

（量） 0

金　額 0

（量） 0

金　額 0

（量） 0

金　額 0

（量） 0

金　額 0

（量） 0

金　額 0

（量） 0

金　額 0

（量） 0

金　額 0

（量） 0

金　額 0

（量） 0

金　額 0

（量） 0

金　額 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

※固定的な費用には、ごみ処理量の変動によって変動しない費用を記載すること。

※（量）の項目は、各使用量等の単位に置き換えること。

※記入欄が足りない場合は、適宜追加すること。

ごみ処理施設　運転経費（固定的な費用）　【消費税抜き】

（単位：円）

　　　　　　　　　　　　　　　年　　度

　項　目

量及び金額

合計

合　計　金　額
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平成32 33 34 35 36 37 38 39 40 41 42 43 44 45 46 47 48 49 50 51

年間ごみ処理量 0

（量） 0

(単価) －

金額 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

（量） 0

(単価) －

金額 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

（量） 0

(単価) －

金額 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

（量） 0

(単価) －

金額 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

（量） 0

(単価) －

金額 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

（量） 0

(単価) －

金額 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

（量） 0

(単価) －

金額 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

（量） 0

(単価) －

金額 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

（量） 0

(単価) －

金額 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

（量） 0

(単価) －

金額 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

（量） 0

(単価) －

金額 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

（量） 0

(単価) －

金額 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

（量） 0

(単価) －

金額 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

（量） 0

(単価) －

金額 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

（量） 0

(単価) －

金額 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

※変動的な費用には、ごみ処理量の変動に従って変動する費用を記載すること。

※（量）及び（単価）の項目は、各使用量の単位で置き換えること。

※記入欄が足りない場合は，適宜追加すること。

ごみ処理施設　　運転経費（変動的な費用）　【消費税抜き】

（単位：円）

　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　度

　項　　目

量、単価及び金額

合計

t

合計金額
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平成32 33 34 35 36 37 38 39 40 41 42 43 44 45 46 47 48 49 50 51

0

0

0

0

0

0

0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0

0

0

0

0

0

0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0

0

0

0

0

0

0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0

0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

※点検費用は各設備ごとに記載すること。ただし、法定点検は各装置・各機器ごとに別項目とし、頻度欄に「法定■年」と記載すること。

※機器の補修・更新等費用は各装置・各機器ごとに記載すること。

※記入欄が足りない場合は適宜追加すること。

ごみ処理施設　維持管理費（固定的な費用）　【消費税抜き】

（単位：千円）

　　　　　　　　　　　　　年　　度

　項　　目
頻度

金額

合計

そ
の
他

小　計

合　計

法
定
点
検
・
定
期
点
検
等
費
用

小　計

補
修
費
用

小　計

更
新
費
用

小　計
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平成32 33 34 35 36 37 38 39 40 41 42 43 44 45 46 47 48 49 50 51 52 53 54 55 56 57 58 59 60 61

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0

0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

※点検費用は各設備ごとに記載すること。ただし、法定点検は各装置・各機器ごとに別項目とし、頻度欄に「法定■年」と記載すること。

※機器の補修・更新等費用は各装置・各機器ごとに記載すること。

※記入欄が足りない場合は適宜追加すること。

（参考）　ごみ処理施設　３０年間の維持管理費　【消費税抜き】

（単位：千円）

　　　　　　　　　　　　　年　　度

　項　　目
頻度

金額

合計

そ
の
他

小　計

合　計

法
定
点
検
・
定
期
点
検
等
費
用

小　計

補
修
費
用

小　計

更
新
費
用

小　計
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（単位：千円）

平成34 35 36 37

受入供給設備 －

(受入供給設備）
ごみ計量機

法定2年

(受入供給設備）
ごみｸﾚｰﾝ

法定2年

燃焼設備 －

燃焼ガス冷却設備 －

(燃焼ガス冷却設備)
ボイラ

法定2年

排ガス処理設備 －

0 0 0 0 0 0

（受入供給設備）
ごみｸﾚｰﾝﾌﾞﾚｰｷﾊﾟｯﾄﾞ交換

3年

（受入供給設備）
ごみクレーンバケット交換

5年

（受入供給設備）
脱臭装置活性炭交換

毎年

（排ガス処理設備）
バグフィルタろ布交換

5年

（排ガス処理設備）
触媒交換

4年

※点検費用は各設備ごとに記載すること。ただし、法定点検は各装置・各機器ごとに別項目とし、頻度欄に「法定■年」と記載すること。

※機器の補修・更新等費用は各装置・各機器ごとに記載すること。

※記入欄が足りない場合は適宜追加すること。

小　計

維持管理費（固定的な費用）　【消費税抜き】

　　　　　　　　　　　　　年　　度

　項　　目
頻度

金額

法
定
点
検
・
定
期
点
検
等
費
用

補
修
・
更
新
等
費
用

小　計

そ
の
他

小　計

合　計

記載例
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　　　   年度
 単位

平成32 33 34 35 36 37 38 39 40 41 42 43 44 45 46 47 48 49 50 51

人 0.0

千円 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

人 0.0

千円 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

人 0.0

千円 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

人 0.0

千円 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

人 0.0

千円 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

人 0.0

千円 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

人 0.0

千円 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

人 0.0

千円 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

人 0.0

千円 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

人 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

千円 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

人 0.0

千円 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

人 0.0

千円 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

人 0.0

千円 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

人 0.0

千円 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

人 0.0

千円 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

人 0.0

千円 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

人 0.0

千円 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

人 0.0

千円 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

人 0.0

千円 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

人 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

千円 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

人 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

千円 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

※管理・運転・機器整備・その他の人員についてそれぞれ記載すること。

※記入欄が足りない場合は適宜追加すること。

ごみ処理施設　　人件費（固定的な費用）　【消費税抜き】

（単位：千円）

職種
給与・年俸（単価）
（福利厚生費等含

む）

人数（人）及び給与

合計

日
勤
者

小　計

直
勤
者

小　計

総　計



9-9-1

損益計算書
→ 運　　　営　　　期　　　間

平成29 30 31 32 33 34 35 36 37 38 39 40 41 42 43 44 45 46 47 48 49 50 51

Ⅰ．営業収益

固定費

変動費

その他収入

Ⅱ．営業費用

固定的費用

変動的費用

維持管理費

人件費

固定的費用

変動的費用

減価償却費

開業費償却費

Ⅲ．営業利益

受取利息

長期借入金利

短期借入金利

Ⅳ．税引き前利益

Ⅴ．法人税等

Ⅵ．税引き後利益

※　減価償却費、長期借入金、短期借入金を計上する場合は、以下の説明欄に算出根拠を示すこと。
　　（減価償却費については、対象資産、投資時期、投資額、耐用年数、償却方法（定率法、定額法等）を各々記載すること。）
　　（借入金については、借入目的、借入金額、借入時期、借入先、返済期間、据置期間、金利、償還方法（元利償還、元本償還等）を各々記載すること。）

税額計算
→ 運　　　営　　　期　　　間

平成29 30 31 32 33 34 35 36 37 38 39 40 41 42 43 44 45 46 47 48 49 50 51

税引き前利益

繰越欠損金

課税所得

法人税等

法人税（外形標準課税分）

法人税等（合計）

※　繰越欠損金は最長9年間繰越ができるものとする。
※　（法人税等）＝（課税所得）×（実効税率）
※　実効税率は40.87％とする。（法人税30.0%、法人住民税（都民税・市民税）17.3%、法人事業税（所得割）9.6%より。）異なる値を用いる場合は、説明欄でその算出根拠を示すこと。
※　外形標準課税については以下の説明欄に算出根拠を示すこと。

説明欄

その他費用

　　　　　　　　年度

　項目

事業収支表　【消費税抜き】

　　　　　　　　       年    度

　項     目

運営費

運転経費

（単位：千円）

（単位：千円）

建　　設　　期　　間

建　　設　　期　　間



9-9-2

キャッシュフロー計算書
→ 運　　　営　　　期　　　間

平成29 30 31 32 33 34 35 36 37 38 39 40 41 42 43 44 45 46 47 48 49 50 51

Ⅰ．営業活動によるｷｬｯｼｭﾌﾛｰ

税引き後利益

減価償却費

開業費償却費

Ⅱ．投資活動によるｷｬｯｼｭﾌﾛｰ

設備投資

開業費

Ⅲ．財務活動によるｷｬｯｼｭﾌﾛｰ

短期借入金

短期借入金返済

長期借入金

長期借入金返済

出資(資本金)等

Ⅳ．正味のｷｬｯｼｭﾌﾛｰ

配当等

Ⅴ．累積ｷｬｯｼｭﾌﾛｰ

※ 必要に応じて、以下の説明欄に算出根拠を示すこと。

説明欄

事業収支表　【消費税抜き】

　　　　　　　　　　　　年　　度

　　項　　目

建　　設　　期　　間

（単位:千円）


